
図表７   「多様な正社員」を導入していない理由   

企業アンケート調査では、「多様な正社員」制度を導入していない理由として、 

  ○ 「正社員は、そもそも多様な働き方が可能であるから」 

  ○ 「労務管理が複雑になるから」 

  ○ 「非正社員を積極に活用しているから」 

  ○ 「全事業所が転居を伴わない範囲内に立地しているから」 

といった意見が多く挙げられている。 
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非正社員を積極的に活用しているから

労務管理が煩雑になるから

正社員は、そもそも多様な働き方が可能であるから

N=1055
(企業数）

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 19 

（複数回答） 



52.4% 
47.6% 

職務限定の雇用区分の運用実態  

就業規則や労働契約で、仕事

の範囲を限定している 

就業規則や労働契約で、仕事

の範囲を限定していないが、実

際の範囲は限定されている 

（雇用区分数合計＝1,314） 

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」企業アンケート調査結果より 
       厚生労働省職業安定局派遣･有期労働対策部企画課にて集計 

12.1% 

18.8% 

23.8% 

45.4% 

勤務地限定の雇用区分の運用実態  

就業規則や労働契約で、勤

務地を「採用時の勤務地の

み」に限定 

就業規則や労働契約で、勤

務地を「転居を伴わない地

域への異動」に限定 

就業規則や労働契約での

限定はないが、実際には異

動がない 

就業規則や労働契約での

限定はないが、実際には

「転居を伴わない地域への

異動」のみがある 

（雇用区分数合計＝1,642） 

図表８   職務・勤務地限定の雇用区分に関する運用実態 
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◯ 企業アンケートの結果では、「いわゆる正社員」の賃金を100としたときの「多様な正社員」全体の賃金水準は、 

 「80～90未満」との回答が約25％と最も多い。 

     限定の区分別にみると、どの区分でも「80～90未満」との回答が最も多いが、「勤務地限定」では「90～100未 

 満」との回答が約22%と他に比較して多い。 

図表９  いわゆる正社員と多様な正社員の賃金水準の差 

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 
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注） 「労働時間限定Ａ」‥‥所定労働時間が、同一企業における他の雇用区分に比べ、相対的に短い 
   「労働時間限定Ｂ」‥‥就業規則や労働契約で、所定外労働を行うこともあると定めていない 
   「勤務地限定あり」‥‥転居を伴わない地域への異動に限定 
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◯ 従業員アンケート調査結果では、許容し得る時間当たりの給与水準の差について 

 ・ 「多様な正社員」の雇用区分では､「いわゆる正社員」と同水準が約４割と最も多いが、１割程度低い水準 

 又は２割程度低い水準と答えた割合を含めると約８割～９割を占める。   

図表１０  限定正社員として働く場合の許容し得る時間当たりの給与水準の差 

 勤務地限定正社員として働く場合 

 職務限定正社員として働く場合 時間限定正社員として働く場合 

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（従業員アンケート調査結果） 22 

注） 
「基幹的非正社員」‥‥雇用期
間の定めがあり、担当する仕事
が同じ正社員がいる区分 
「その他非正社員」‥‥雇用期
間の定めがあり、担当する仕事
が同じ正社員がいない区分 



◯ 企業アンケート調査結果では、昇進・昇格の「上限あり」について 

 ・「多様な正社員」全体で約５割、うち「勤務地限定あり」の場合で約６割を占める 

図表１１  いわゆる正社員と多様な正社員の昇進･昇格の上限 
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不明
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 昇進できる管理的ポジションの上限の有無 

 昇進できる管理的ポジションの上限の有無（多様な正社員の内訳） 

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 23 

＊ 労働時間限定Ａは、
所定労働時間が相対的
に短い 
 
＊ 労働時間限定Bは、

就業規則等で所定外労
働を行うことを定めてい
ない 
 
＊ 勤務地限定は、転
居を伴わない地域への
異動に限定 



（資料出所）厚生労働省「H23有期労働契約に関する実態調査（事業所調査）」 
        厚生労働省「H23パートタイム労働者総合実態調査（事業所調査）」 
        厚生労働省「H24派遣労働者実態調査」 
      注）「パート」：正社員以外の労働者でパートタイマー、アルバイト、準社員、嘱託、臨時社員などの名称にかかわらず、1週間の所定労働時間が 
              正社員よりも 短い労働者 
         「有期」：直接雇用している労働者であって、例えば3ヶ月や1年など、労働契約期間に定めのある者（「パート」「アルバイト」「契約社員」「期間 
             工」等の 名称を問わない。） 

○ 有期契約労働者を正社員に転換する制度を導入している事業所は約５割、パートタイム労働者は約４割、派遣労働者は
約１割 

○ 有期契約労働者や派遣労働者から正社員への転換制度を導入している事業所のうち、実際に正社員転換をした実績の 
 ある事業所は、有期契約労働者は約４割、派遣労働者は約１割  

（％） （％） 

※ パートは、把握していない。 

正社員転換制度を導入している事業所の割合 

図表１２  非正規雇用の労働者から正社員への転換制度について  
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正社員転換制度を導入している事業所のうち、実際
に正社員転換の実績がある事業所の割合 



資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）  「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用状況に関する調査」結果（調査シリーズ No.122）     

○ 改正労働契約法に基づく無期転換ルールへの対応について、有期契約を無期契約にする意向があるとす
る企業が、どのような形で無期契約にするか回答した結果をみると、 

  ・ フルタイム契約労働者及びパートタイム契約労働者とも、「（新たな区分は設けず）各人の有期  
   契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合がもっとも多い 
    （それぞれ33.0％、42.0％） 
  ・ 次に、フルタイム契約労働者では「既存の正社員区分に転換する」（25.9％）、パートタイム契約 
   労働者では「正社員以外の既存の無期契約区分に転換する」（16.2％）の順に多い 
  ・ 正社員以外の無期契約区分を活用する割合は、既存・新設を合わせてフルタイム契約労働者 
   で25.0％、パートタイム契約労働者では26.7％。 

図表１３  改正労働契約法に基づき通算５年超の有期契約労働者の無期転換について 

10.7% 

既存の正社員区分に転換す

る,25.9% 

16.2% 

正社員以外の既存の無期契

約区分に転換する,14.9% 

10.5% 

正社員以外の新たな無期契

約区分を設置する,10.1% 

42.0% 

有期契約当時の業務・労働条

件のまま、契約だけ無期, 
33.0% 

15.7% 

分からない（具体的には未だ

考えていない）,13.3% 

4.3% 

無回答,2.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者 
 

フルタイム契約労働者 
 （n=無期契約に転換する

意向がある企業1,829社） 

（n=無期契約に転換する
意向がある企業1,499社） 
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○ 「多様な正社員」から「いわゆる正社員」への転換制度について、制度有りとする企業は約７割で、 
 「従業員本人の希望に基づいて転換できる制度がある」との回答が最も多い。 

図表１４  「多様な正社員」から「いわゆる正社員」への転換制度 
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資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 26 

（複数回答） 

（複数回答） 

＊ 労働時間限定Ａは、
所定労働時間が相対的
に短い 
 
＊ 労働時間限定Bは、

就業規則等で所定外労
働を行うことを定めてい
ない 
 
＊ 勤務地限定は、転
居を伴わない地域への
異動に限定 



○ 「多様な正社員」から「いわゆる正社員」への転換の条件として、 「上司による推薦があること」が最も多く、 
 「仕事内容や職種の変更に応じられること」、「転換のための選考に合格すること」が２割を超える。 

図表１５  「多様な正社員」から「いわゆる正社員」への転換の条件 
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転換のための選考（面接や筆記試験等）に合格すること

転換後に担当する仕事の範囲に必要なスキルがあること

自社での勤務成績が基準を満たすこと

転居を伴う異動に応じられること

自社において一定の勤続年数があること

転換後の区分に求められる勤務時間をこなせること

転換制度への応募回数が一定以下であること

転換後に担当する仕事の範囲に必要な免許・資格を保有していること

その他

不明

(%)

N=423
※多様な正社員区分を１、いわゆる正社員区分を
１以上持っており、雇用区分間の転換制度がある
企業のみ（Nは雇用区分数）

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 27 

（複数回答） 



○ 「いわゆる正社員」から「多様な正社員」への転換制度について、 制度有りとする企業は約７割で、 
  「従業員本人の希望に基づいて転換できる制度がある」との回答が最も多い。 

図表１６  「いわゆる正社員」から「多様な正社員」への転換制度の有無 
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資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 28 

（複数回答） 

＊ 労働時間限定Ａは、
所定労働時間が相対的
に短い 
 
＊ 労働時間限定Bは、

就業規則等で所定外労
働を行うことを定めてい
ない 
 
＊ 勤務地限定は、転
居を伴わない地域への
異動に限定 



○ 「いわゆる正社員」から「多様な正社員」への転換条件として、 「上司による推薦があること」が最も多く、 
  「転換のための選考に合格すること」 、「仕事内容や職種の変更に応じられること」の順に多い。 

図表１７  「いわゆる正社員」から「多様な正社員」への転換の条件 

34.8

22.7

22.1

21.1

17.5

15.9

13.0

8.3

5.1

5.4

9.8

9.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

上司による推薦があること

転換のための選考（面接や筆記試験等）に合格すること

仕事内容や職種の変更に応じられること

転換後に担当する仕事の範囲に必要なスキルがあること

自社での勤務成績が基準を満たすこと

転居を伴う異動に応じられること

自社において一定の勤続年数があること

転換後の区分に求められる勤務時間をこなせること

転換後に担当する仕事の範囲に必要な免許・資格を保有していること

転換制度への応募回数が一定以下であること

その他

不明

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 29 

（複数回答） 

Ｎ＝630 
※いわゆる正社員区分が１で、多様な正社員区 
   分を１以上持つ企業のみ 



○ 教育訓練の方針について、 
  ・ 「いわゆる正社員」区分では、「長期的な視点から、計画的に幅広い能力を習得させる(54.6%)」 
  ・ 「多様な正社員」区分では、「業務の必要に応じてその都度、能力を習得させる （38.6%）」 
 が最も多い。 

図表１８  教育訓練の方針について 

3.0

2.7

1.2

10.0

20.4

38.6

31.0

1.4

1.5

0.4

2.9

13.2

32.9

54.6

0 10 20 30 40 50 60

不明

即戦力を採用するので、
能力開発は特に考えていない

簡単な仕事を任せるので、
能力開発は特に考えていない

定型的な業務をこなせる程度に、
能力を習得させる

長期的な視点から、
計画的に特定の能力を習得させる

業務の必要に応じてその都度、
能力を習得させる

長期的な視点から、
計画的に幅広い能力を習得させる

いわゆる正社員
（N=1602）

多様な正社員
（N=1547)

(%)

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 30 



◯ 企業アンケート調査結果では、事業所閉鎖等の際の人事上の取扱いについて 

 ・ 「多様な正社員」の雇用区分では､「労働契約や就業規則に定めている」との回答は約３割 

   また、勤務地限定区分を持つ企業のうち、複数事業所を有する企業で「定めている」との回答は約３７％  

図表１９  事業所閉鎖時の人事上の取扱い  

 事業所閉鎖時の人事上の取扱い 

 事業所閉鎖時の人事上の取扱い（限定の種類別） 事業所数別、事業所閉鎖時の人事上の取扱い（勤務地限定のみ） 

33.5

31.8

61.6

64.1

4.8

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多様な正社員
（N=1547）

いわゆる正社員
（N=1602）

定めている

定めていない

不明

35.6

23.1

40.8

33.6

60.8

71.5

52.6

61.6

3.6

5.4

6.6

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

勤務地限定あり
（N=505）

労働時間限定Bあり
（N=130）

労働時間限定Aあり
（N=76）

職種限定あり
（N=1314）

定めている

定めていない

不要

26.5

36.9

70.6

59.7

2.9

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単独事業所
（N=69)

複数事業所
（N=710)

定めている

定めていない

不明

＊ 労働時間限定Ａは、
所定労働時間が相対的
に短い 
 
＊ 労働時間限定Bは、

就業規則等で所定外労
働を行うことを定めてい
ない 
 
＊ 勤務地限定は、転
居を伴わない地域への
異動に限定 

資料出所：厚生労働省「『多様な形態による正社員』に関する研究会報告書」（企業アンケート調査結果） 31 



    

職務限定・勤務地限定の別 
裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示 
の区分 

限定性の判断要素 
限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

（４要件・４要素に沿っているか） 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
（４要件・４要素に沿っ
ているか） 

（２）人員削減の必要性 
 
※ 限定性を人員削減
の必要性を裏付ける要
素として考慮するもの 

（3）解雇回避努力 

（４）人選の合理性 
 
※ 限定性を人選の合
理性を裏付ける要素と
して考慮するもの 

（５）端的に解雇の合理
性を裏付ける結論に結
びつけているもの 
 
※ ４要件・４要素を実
質的に検討しないと解
しうるもの 

1 
米軍立川基地事件・東京地
判昭和53・12・1 

職務  
従業員管理関係調整
職６等級 

黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

解雇事由の存否に基づ
き判断 

  
配転等を検討すべき範
囲を限定 

    

2 
住友重機玉島製造所事件・
岡山地決昭和54・7・31 

職務 木型作業 黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
職種転換のための教育
訓練等の努力を求める 

    

3 
東洋酸素事件・東京高判昭
和54・10・29 

職務 
工場（アセチレン部門）
の現業職 

黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
配転等を検討すべき範
囲を限定 

    

4 
佐伯学園事件・福岡高判昭
和56・11・26 

職務 電気科の専任教員 黙示   
整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

○ 
配転等を検討すべき範
囲を限定 

○   

5 
千代田化工建設（本訴）事
件・横浜地判平成4・3・26 

職務 （川崎工場の）溶接工 黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

  
職種転換のための教育
訓練等の努力を求める 

    

6 
ザ・チェース・マンハッタン銀
行事件・東京地判平成4・3・
27 

職務 
リース事業部門のゼ
ネラルマネージャー 

明示 採用経緯（採用動機） 
解雇権濫用の有無で判
断 

      ○ 

7 
觀智院事件・京都地決平成
5・11・15 

職務 拝観業務従事者 黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

解雇権濫用の有無で判
断 

  
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

8 
スカンジナビア航空事件・東
京地決平成7・4・13 

職務、勤務地   明示 契約書等の記載 
整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

        

9 

ナショナル・ウエストミンス
ター銀行（第一次仮処分異議
申立）事件・東京地決平成
10・8・17 

職務 
トレードファイナンス部
門のアシスタントマ
ネージャー 

黙示 
就労実態（特定業務
に従事、配転・異
動） 

整理解雇法理 ○   ○   

10 
ナショナル・ウエストミンス
ター銀行（第二次仮処分）事
件・東京地決平成11・1・29 

職務 
トレードファイナンス部
門のアシスタントマ
ネージャー 

黙示 

採用経緯（採用動
機） 
就労実態（配転・異
動） 

整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

  
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

図表２０  ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【整理解雇】 

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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職務限定・勤務地限定の別 
裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 
限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

（４要件・４要素に沿っているか） 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
（４要件・４要素に沿っ
ているか） 

（２）人員削減の必要性 
 
※ 限定性を人員削減
の必要性を裏付ける要
素として考慮するもの 

（3）解雇回避努力 

（４）人選の合理性 
 
※ 限定性を人選の合
理性を裏付ける要素と
して考慮するもの 

（５）端的に解雇の合理
性を裏付ける結論に結
びつけているもの 
 
※ ４要件・４要素を実
質的に検討しないと解
しうるもの 

11 
全日本海員組合事件・東京
地判平成11・3・26 

職務 運転士 明示 
契約書等の記載 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

  
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

12 
角川文化振興財団事件・東
京地決平成11・11・29 

職務 姓氏大辞典編纂業務 明示 採用経緯（採用動機  整理解雇法理       ○ 

13 
ナショナル・ウエストミンス
ター銀行(第三次仮処分)事
件・東京地決平成12・1・21 

職務 
トレードファイナンス部
門のアシスタントマ
ネージャー 

黙示 

就労実態（特定業務
に従事） 
就労実態（配転・異
動） 

整理解雇法理の要素を
含むが、これと異なる
枠組みとも解しうる枠組 

○   ○   

14 
峰運輸事件・大阪地判平成
12・1・21 

職務 トラック運転手 明示   
解雇事由の存否に基づ
き判断 

  
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

15 
広川書店事件・東京地決平
成12・2・29 

勤務地 長野分室 黙示 

採用経緯（採用権
者） 
就労実態（特定業務
に従事） 
労働者の私的事情 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

16 
シンガポール・デベロップメン
ト銀行（仮処分異議申立）事
件・大阪地決平成12・5・22 

勤務地 大阪支店 明示 

採用経緯（採用権者
募集の範囲、中途
採用） 
契約書等の記載 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
希望退職募集の範囲を
限定 

    

17 
シンガポール・デベロップメン
ト銀行（本訴）事件・大阪地判
平成12・6・23 

勤務地 大阪支店 黙示 

採用経緯（採用権
者） 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

18 
ワキタ（本訴）事件・大阪地判
平成12・12・1 

職務 英文タイピスト 黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

19 
ミニット・ジャパン事件・岡山
地倉敷支決平成13・5・22 

職務、勤務地 
岡山地区のスーパー
バイザー 

黙示 
就労実態（配転・異
動） 

整理解雇法理   
配転等を検討すべき範
囲を限定 

    

ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【整理解雇】 

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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職務限定・勤務地限定の別 
裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 
限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

（４要件・４要素に沿っているか） 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
（４要件・４要素に沿っ
ているか） 

（２）人員削減の必要性 
 
※ 限定性を人員削減
の必要性を裏付ける要
素として考慮するもの 

（3）解雇回避努力 

（４）人選の合理性 
 
※ 限定性を人選の合
理性を裏付ける要素と
して考慮するもの 

（５）端的に解雇の合理
性を裏付ける結論に結
びつけているもの 
 
※ ４要件・４要素を実
質的に検討しないと解
しうるもの 

20 
厚木プラスチック関東工場事
件・前橋地判平成14・3・1 

職務、勤務地 
関東工場 
１日３時間４５分勤務
のパートタイマー 

職務黙示、 
勤務地明
示 

採用経緯 
就労実態（職種の位
置付け） 
労働者の私的事情 

整理解雇法理         

21 
鐘淵化学工業（東北営業所）
事件・仙台地決平成14・8・26 

勤務地 東北地区 明示 契約書等の記載 整理解雇法理   

・ 限定性により配転等
の解雇回避努力が限
定されるわけではない 
・ 職種転換のための
教育訓練等の努力を求
める 
・ 勤務地・職務が消滅
した場合に、当該地域
における雇用維持努力
を求める 

    

22 
東洋印刷事件・東京地判平
成14・9・30 

職務 
営業補佐 
電算室での職務 

黙示 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理   
職種転換のための教育
訓練等の努力を求める 

    

23 
東洋水産川崎工場事件・横
浜地川崎支決平成14・12・27 

勤務地 川崎工場 明示 

採用経緯（採用権
者） 
契約書等の記載 
就労実態（配置・異
動、他職種との相
違） 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

24 
大誠電機工業事件・大阪高
判平成15・1・28 

職務 電車車両の誘導業務 黙示 
就労実態（職種の位
置づけ） 

整理解雇法理     ○   

25 
東北住電装事件・長野地上
田支決平成15・11・18 

勤務地 信州工場 黙示 
採用経緯 
契約書等の記載 

整理解雇法理   

勤務地・職務が消滅し
た場合に、当該地域に
おける雇用維持努力を
求める 

    

26 
パソナ（ヨドバシカメラ）事件・
大阪地判平成16・6・9 

職務、勤務地 
ヨドバシカメラ大阪駅
前 
商品販売業務 

明示 採用経緯（採用動機） その他       ○ 

ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【整理解雇】 

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
34 



    

職務限定・勤務地限定の別 
裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 
限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

（４要件・４要素に沿っているか） 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
（４要件・４要素に沿っ
ているか） 

（２）人員削減の必要性 
 
※ 限定性を人員削減
の必要性を裏付ける要
素として考慮するもの 

（3）解雇回避努力 

（４）人選の合理性 
 
※ 限定性を人選の合
理性を裏付ける要素と
して考慮するもの 

（５）端的に解雇の合理
性を裏付ける結論に結
びつけているもの 
 
※ ４要件・４要素を実
質的に検討しないと解
しうるもの 

27 
東光パッケージ事件・大阪地
決平成17・5・12 

職務 
デザイン室のデザイ
ナー 

明示 
採用経緯（職歴、採
用動機） 
就労実態（特定業務） 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

28 
大隈事件・東京地判平成23・
2・7 

職務、勤務地 

接客・販売業務 
品川駅東店 
（コンビニのアルバイト
店員） 

明示 
採用経緯（採用権
者） 
契約書等の記載 

整理解雇法理   
限定性により配転等の
解雇回避努力が限定さ
れるわけではない 

    

29 
全国農業協同組合連合会事
件・宇都宮地決平成23・3・30 

職務、勤務地 
家庭薬配置事業 
栃木県本部の配置薬
センター 

黙示 

就労実態（配転・異
動、職種の位置づ
け、他職種との賃金
等の相違） 

整理解雇法理 ○       

30 
フェイス事件・東京地判平成
23・8・17 

職務 中国現地法人の社長 明示 
採用経緯（採用動機） 
就労実態（高処遇） 

解雇権濫用の有無で判
断 

      ○ 

31 
トムス事件・札幌地判平成
24・2・20 

職務 営業事務職 黙示   
解雇事由の存否に基づ
き判断 

        

32 
クレディ・スイス事件・東京地
判平成24・4・20 

職務 債券本部ディレクター 黙示 契約書等の記載 整理解雇法理         

33 
学校法人村上学園事件・大
阪地判平成24・11・9 

職務 
短大の健康福祉学科
の教授 

明示 

採用経緯（採用動
機） 
契約書等の記載 
就労実態（配転・異
動） 

整理解雇法理   
配転等を検討すべき範
囲を限定 

○   

34 
VICTORSPORTS事件・大阪
地判平成25.3.8 

- A営業所 － 
就労実態（特定業務
に従事） 

整理解雇法理         

35 
PwCフィナンシャル・アドバイ
ザー・サービス事件・東京地
判平成15・9・25 

職務 IB部門のマネージャー 黙示 
採用経緯 
就労実態（配転・異
動） 

整理解雇法理         

ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【整理解雇】 

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【能力不足解雇】 

    

職務限定・勤務地限定の別 

裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
 
※能力不足解雇について
の判断枠組みを示したも
の 

(2)解雇事由該当性判断 
 
※職務に求められる能力
（期待）に即して、就業規
則上の解雇事由該当性を
労働者側に厳しく判断する
もの 

（３）試用期間中の解雇 
 
※ 適格性の審査のため
に試用期間を置くこと、広
い解約権を留保することを
正当化 

（４）解雇回避努力義務 
 

36 
帝国興信所事件・神戸地判
昭和55・3・27 

職務  興信所調査員 明示 
採用経緯（採用試験） 
就労実態（賃金制度等の相違） 

  ○     

37 
EC駐日代表部本採用拒否第
一審判決・東京高判昭和58・
12・14 

職務 
広報部報道室のAラン
ク職員 

黙示 その他     ○   

38 
フォード自動車事件・東京高
判昭和59・3・30 

職務 人事本部長 明示 

採用経緯（学歴・職歴・能力、採
用動機、期待能力に関する労働
者の認識、中途採用、高処遇の
約束） 
請求形式（特定の地位の確認） 

  ○   
他職種への配転や降格を
不要と判断 

39 
アド建設設計事務所・東京地
判昭和62・3・30 

職務 
技術部長（構造設計全
般、現場監理、積算全
体） 

黙示 
採用経緯（学歴・職歴・能力、労
働者側の説明） 

  ○     

40 
持田製薬事件・東京高決昭
和63・2・22 

職務 マーケティング部長 明示 

採用経緯（採用動機、期待能力
に関する労働者の認識、高処遇
の約束） 
就労実態（高処遇） 

  ○   
他職種への配転や降格を
不要と判断 

41 
横浜米海軍基地事件・横浜
地判平成3・8・1 

職務 

エンジニアリング専門
職（電気６級） 
在日米軍事案 
 

明示 

採用経緯（学歴・職歴・能力、募
集広告、期待能力に関する労働
者の認識） 
人事制度の態様 

        

42 
エイゼットローブ事件・大阪地
決平成3・11・29 

職務 営業課員 黙示 
採用経緯（学歴・職歴・能力、中
途採用、労働者側の説明、高処
遇の約束） 

  ○     

43 
禁野産業事件・大阪地判平
成11・3・26 

職務 ビルの管理人 明示     ○   
他職種への配転や降格を
不可能と判断 

44 
北海道龍谷学園事件（旧：小
樽双葉女子学園事件）・札幌
高判平成11・7・9 

職務 保健体育の教諭 明示         
他職種への配転や降格を
不可能と判断 

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【能力不足解雇】 

    

職務限定・勤務地限定の別 

裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
 
※能力不足解雇について
の判断枠組みを示したも
の 

(2)解雇事由該当性判断 
 
※職務に求められる能力
（期待）に即して、就業規
則上の解雇事由該当性を
労働者側に厳しく判断する
もの 

（３）試用期間中の解雇 
 
※ 適格性の審査のため
に試用期間を置くこと、広
い解約権を留保することを
正当化 

（４）解雇回避努力義務 
 

45 
日本エマソン事件・東京地判
平成11・12・15 

職務 システムエンジニア 黙示 
採用経緯（採用動機、労働者側
の説明） 
就労実態（高処遇） 

  ○     

46 
プラウドフットジャパン事件・
東京地判平成12・4・26 

職務 
インスタレーションスペ
シャリスト 

黙示     ○     

47 
全日本空輸（退職強要）事
件・大阪高判平成13・3・14 

職務 客室乗務員 明示         
解雇回避努力の判断は限
定されない（労災事案） 

48 
朝日新聞社事件・大阪地判
平成13・3・30 

職務 歯科医師 黙示         
他職種への配転や降格を
不可能と判断 

49 
中川工業事件・大阪地決平
成14・4・10 

職務 
     - 
 
※製缶溶接組立工 

―           

50 
ヒロセ電機事件・東京地判平
成14・10・22 

職務 
品質管理部海外顧客
担当・主事一級 

黙示 
採用経緯（学歴・職歴・能力、募
集広告、採用動機、中途採用） 

      
・ 他職種への配転や降
格を不要 
・ 教育訓練等を不要 

51 
自警会警察病院事件・東京
地判平成15・11・10 

職務 臨床医 黙示     ○   
事前の注意・指導・警告を
不要 

52 
日水コン事件・東京地判平成
15・12・22 

職務 システムエンジニア 黙示 

採用経緯（学歴・職歴・能力、採
用動機、中途採用、労働者側の
説明） 
その他 

  ○     

53 
横浜市学校保健会（歯科衛
生士）事件・東京高判平成
17・1・19 

職務 
巡回指導を行う歯科
衛生士 

明示     ○     

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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ＪＩＬＰＴ「多様な正社員に関する解雇判例の分析」  整理表 【能力不足解雇】 

    

職務限定・勤務地限定の別 

裁判所に
よる限定
性の判断
について
明示・黙示
の区分 

限定性の判断要素 限定性が解雇の効力の判断に及ぼす影響の態様 

職務限定又は
勤務地限定 

内容 判断要素 

（１）総論 
  判断枠組み 
 
※能力不足解雇について
の判断枠組みを示したも
の 

(2)解雇事由該当性判断 
 
※職務に求められる能力
（期待）に即して、就業規
則上の解雇事由該当性を
労働者側に厳しく判断する
もの 

（３）試用期間中の解雇 
 
※ 適格性の審査のため
に試用期間を置くこと、広
い解約権を留保することを
正当化 

（４）解雇回避努力義務 
 

54 
国（在日米軍司令部・解雇）
事件・東京高判平成18・12・
21 

職務 
報道編集専門職 
在日米軍事案 

明示 人事制度の態様         

55 
東京エムケイ事件・東京地判
平成20・9・30 

職務 タクシー運転手 黙示 
契約書等の記載 
就労実態（賃金制度等の相違） 

      
他職種への配転や降格を
必要と判断 

56 
A病院（医師・解雇）事件・福
井地判平成21・4・22 

職務 内科医長 黙示         

・ 他職種への配転や降
格を不可能と判断 
・ 事前の注意・指導・警
告を不要 

57 
類設計室事件・大阪地判平
成22・10・29 

職務 塾の文系講師 黙示         
他職種への配転や降格を
不可能と判断 

58 
日本基礎技術事件・大阪高
判平成24・2・10 

職務 技術社員 黙示 契約書等の記載   ○   教育訓練等を不要 

59 
ロイヤル・バンク・オブ・スコッ
トランド・ピーエルシー事件・
東京地判平成24・2・28 

職務 
プログラムマネー
ジャー 

明示 

採用経緯（募集広告、採用動機、
期待能力に関する労働者の認
識） 
就労実態（高処遇） 

      

・ 他職種への配転や降
格を不要と判断 
・ 事前の注意・指導・警
告を不要 

60 
コアズ事件・東京地判平成
24・7・17 

職務 営業開発部長 黙示 採用経緯（募集広告、採用動機）         

61 
ブルームバーグLP事件・東
京高判平成25・4・24 

職務 記者 明示   

     ○ 
 
※契約継続を期待できな
い程の重大性、改善・反省
の機会の付与、改善可能
性の見込み等の事情を総
合判断 

○     

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構（細川良・山本陽大研究員）における「多様な正社員に関する解雇判例の収集・分析」結果から作成したもの 
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